
№ 仕様書等(頁) 質問内容 回答

1 実施要領　P3
参加表明届（様式１）暴力団排除に関する誓約書（様式３）参考見積書（任意様

式）等に押印は必要ですか？

・参加表明届（様式２）　押印不用（様式下部の≪連絡先≫欄を必ず記載

・暴力団排除に関する誓約書（様式３）　要押印

・参考見積書（任意様式）　押印を省略する場合には、担当者の氏名及び連絡先

を参考見積書に記載

2 実施要領　P4
プレゼンテーションの際に事業者で準備すべきものはありますか？（パソコン、

プロジェクター、HDMI ケーブル等）
プロジェクター、HDMI ケーブル、スクリーンは市で用意します。

3 様式
様式５業務実績書に添付する「契約書の写し等、上記実績が確認できるもの」は

テクリス登録の写しでもよろしいでしょうか？
テクリスの写しでも問題ありません。

4 仕様書　P2
業務内容の「(1)現状分析・課題等の抽出」に記載された「既存アンケート結

果」はどのようなものを想定されているかご教示いただけますか？

5 仕様書　P2

業務内容の「(1)現状分析・課題等の抽出」に記載された「ビッグデータ（市で

貸与予定）」がどのような仕様かをご教示いただけますか？

・OD がわかるデータか

・属性情報として何が含まれるか　等

7 仕様書　P2

統計データや既存アンケート、ビッグデータには具体的にはどのようなものが含

まれますか。コミュニティ交通のODデータはご提供可能ですか。既存アンケー

トは既に公開されているものですか。

6 仕様書　P2

業務内容の「(4)地域内交通の代替交通モードの整理」に記載された「地域や個

人で抱える生活・移動の課題」は、既に整理されていると考えてよいですか？

本業務で課題を整理する場合、その材料として活用可能な情報は何かあります

か？

地域や個人で抱える生活・移動の課題は、本業務で整理します。

8 仕様書　P2

将来推計人口も含んだ、250メッシュごとの人口データを市が保有しているの

で、将来人口推計やメッシュごとでの按分等は行わないという認識でよいです

か。

将来人口の推計及びメッシュごとの按分等は市で行います。

9 仕様書　P2
｢最低限求められるサービス水準、現状のサービス水準、理想的なサービス水準｣

は本業務で新たに設定するのですか。それともすでに基準がありますか。
サービス水準は、本業務で新たに設定します。

10 仕様書　P2

｢収支率が満たない｣とは収入より支出が多い赤字路線ということですか。それと

も赤字であっても一定のラインを上回れば、｢収支率が満たない｣には含まれない

のですか。

本市では、収支率の目標として、デマンドバスで５％以上、コミュニティタク

シーで２０％以上を設定しています。「収支率が満たない」とは、この目標値を

達成できていない状態のことです。

・統計データや既存アンケート結果については、受託者が本業務の実施に必要と

する内容をご提示ください。なお、既存アンケート結果では不足する場合は、別

途、市においてアンケート調査を実施します。

・ビッグデータは、KDDI Location Analyzerのデータを活用することを想定して

おり、ODデータはありませんが、主要動線分析、通行人口分析、来訪者属性分

析が可能です。

　また、属性情報は、「性別」「年代別」「居住者/勤務者/来街者別」となって

います。

・地域内交通等のODデータは、必要に応じ提供可能です。
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11 仕様書　P2
現行の「宇部市の公共交通の総合的な方針」（平成26年9月）はホームページ等

で閲覧可能でしょうか。

「宇部市の公共交通の総合的な方針」を追加公開しました。

https://www.city.ube.yamaguchi.jp/_res/projects/default_project/_page_/001

/022/306/koutsusougouhousin.pdf

12 仕様書２ページ

仕様書において、「公共交通空白地区等の定義や在り方についての整理にあたっ

ては、平成２７年、令和２年国勢調査の結果及び将来推計人口（市から提供）を

基に、過去、現在及び将来の本市の公共交通のカバー人口を市内２４地区、２５

０ｍメッシュで可視化する。」との記載がございますが、本業務実施にあたって

は、受託事業者がこうした可視化のできるシステム（GIS等）を保有しているこ

とが必要でしょうか。また、本件に係る業務を再委託するといったことは可能で

しょうか。

自社でシステム（GIS等）を保有している必要はありません。また、業務の一部

を再委託することも可能です。


